
障がい児地域交流支援事業補助金交付要綱 

(趣旨) 

第１条 この要綱は、障がい児地域交流支援事業補助金(以下「補助金」という｡)の交付に

関し、福岡市補助金交付規則(以下「規則」という。)に定めるもののほか、必要な事項を定

めることを目的とする｡ 

(交付の目的) 

第２条 補助金は、地域及び地域の子どもたちと障がい児との交流を促進するため、地域で独

自に工夫して交流のための催しを行う等、障がい児が自立した日常生活及び社会生活を営む

ことができるよう地域において自発的に活動を行う団体を支援することを目的として交付

するものとする｡ 

(補助対象団体) 

第３条 補助金を交付する対象となる団体（以下「補助対象団体」という。）は、地域及び

地域の子どもたちと障がい児との交流等の活動を行う地域団体等とする。この場合の地域団

体等とは、福岡市内の自治会、町内会、ＮＰＯ法人、その他の任意団体とする。ただし、「自

治協議会共創補助金」の交付対象となる団体を除く。 

２ 本補助金の補助対象団体は公募により募集する。 

３ 前２項の補助対象団体は、次に掲げる要件に該当する者とする。 

（１）本市の市税を滞納していないこと。

(補助対象事業) 

第４条 補助金を交付する対象となる事業(以下「補助対象事業」という｡)は、地域及び地

域の子どもたちと障がい児との交流に関するものの他、障がい児やその家族のピアサポート

に関するもの、災害対策に関するもの、孤立防止の活動に関するもの、社会活動の支援に関

するもの及び障がい児等に対するボランティア活動に関するもの等障がい児が自立した日

常生活及び社会生活を営むことができるよう地域において自発的に行われるものであって、

次の各号のいずれにも該当するものでなければならない｡ 

（１）営利を目的とする事業でないこと。

（２）宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主たる目的とす

る事業でないこと｡ 

（３）政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とする事業で

ないこと｡ 

（４）特定の公職の候補者若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれら

に反対することを目的とする事業でないこと｡ 

(補助対象経費) 

第５条 補助金を交付する対象となる経費(以下「補助対象経費」という｡)は、補助対象事

業の実施に要する経費で別表に定めるものとする。 

ただし、補助対象経費とすることが適当でないと市長が認める経費については、補助対象

外とする｡ 



 

(補助金の額) 

第６条 補助対象団体に交付する補助金の額は、前条に規定する補助対象経費について、次

の表に掲げる補助限度額を上限とし、予算の範囲内において市長が定める額とする。 

 

補助限度額 100,000 円 

 

(補助金の申請) 

第７条 補助金の交付申請は、補助金交付申請書（規則様式第１号）及び次の各号に定める

書類を添えて市長に提出するものとする。 

（１）市税の滞納がないことの証明書 

（２）その他市長が必要と認める書類 

２ 前項第１号の書類は、市税の納税義務者の場合に限る。 

３ 申請者は、第１項に定める申請書を提出するにあたって当該補助金に係る仕入れに

係る消費税相当額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のう

ち消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除で

きる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費

税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）が

あり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを減額して申請しなければならな

い。ただし、申請時において当該補助金の仕入れに係る消費税相当額が明らかでない

場合については、この限りではない。 

 

(補助金の交付決定等) 

第８条 市長は、補助金の交付申請があった場合は、関係書類を審査し、必要に応じて実地

調査を行うなど内容について検討を行った上、すみやかに補助の適否を決定し、申請者に

事業補助金交付決定通知書（規則様式第２号）により通知するものとする。 

 

（暴力団の排除） 

第９条 市長は、福岡市暴力団排除条例（平成22年福岡市条例第30号。次項において「暴排

条例」という。）第６条の規定に基づき、本条に規定する排除措置を講じるものとする。 

２ 市長は、補助金の交付の申請をした者（第４項において「申請者」という。）が次の各

号のいずれかに該当するときは、この要綱に定める他の規定に関わらず、補助金を交付しな

いものとする。 

（１）暴排条例第２条第２号に規定する暴力団員 

（２）法人でその役員のうちに前号に該当する者のあるもの 

（３）暴排条例第６条に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

３ 市長は、補助事業者が前項各号のいずれかに該当したときは、補助金の交付の決定の全部

又は一部を取り消すことができる。 

４ 市長は、補助金からの暴力団の排除に関し警察への照会確認を行うため、申請者又は補助

事業者に対し当該申請者又は当該補助事業者（法人であるときは、その役員）の氏名（フ

リガナを付したもの）、生年月日、性別等の個人情報の提出を求めることができる。 

 



（事業内容の変更） 

第10条 補助金交付の決定を受けた団体（以下「補助団体」という。）が、事業内容を変更し、

又は事業を中止し、もしくは廃止するときはあらかじめ市長の承認を受けなければならない。 

 

（関係書類の整備） 

第11条 補助団体は、補助対象事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入

及び支出について証拠書類を整理し、当該帳簿及び証拠書類を事業完了後５年間保管してお

かなければならない。 

２ 市長は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため、必要があるときは、前項の帳簿及

び証拠書類を検査することができる。 

 

（実績報告） 

第12条 補助団体は、事業が完了したときは、速やかに事業実績報告書（規則様式第４号）

に必要な書類を添えて市長に報告しなければならない。 

２ 第７条第３項ただし書きに基づき交付の申請をした補助事業者は、前項に定める実報告

書を提出するに当たって、本補助金の仕入れに係る消費税相当額が明らかになった場合に

は、これを補助額から減額して報告しなければならない。 

３ 第７条第３項ただし書きに基づき交付の申請をした補助事業者は、第１項に定める実績

報告書を提出した後に、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金の仕入れに係る消

費税相当額が確定した場合には、その金額（前項の規定により減額した場合は、その金額

が減額した額を上回る部分の金額）を消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書

（様式第１－１号）により速やかに市長に報告するとともに、市長の返還命令を受けて、

これを返還しなければならない。 

 

(補助金の額の確定等) 

第13条 市長は、前条の規定による事業実績の報告を受けた場合は、規則第１５条により調査

確認し、補助金の額を確定し、補助団体に事業補助金確定通知書（規則様式第６号）により

通知するものとする。 

 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成17年５月１日から施行する。 

（施行期日） 

この要綱は、平成19年４月１日から施行する。 

（施行期日） 

この要綱は、平成23年５月１日から施行する。 

（施行期日） 

この要綱は、平成26年４月１日から施行する。 

（施行期日） 

この要綱は、平成29年４月１日から施行する。 

（施行期日） 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 



（施行期日） 

この要綱は、令和４年６月１日から施行する。 

（施行期日） 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

（期間） 

この要綱は、令和11年３月31日をもって廃止する。ただし、終期到来後の継続について

は、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

（施行期日） 

この要綱は、令和７年５月１日から施行する。 

 

  



別表 

 

補助対象経費 

経費区分 内  容 

報償費 事業実施に係る講師等への謝礼金。団体内部の賃金、イベントで

の動員謝礼等は補助対象外とする。 

使用料及び賃借料 公共施設の使用料等 

印刷消耗品費 事業に用いる、購入単価が１万円未満の物品の購入費用又はチラ

シの印刷費用等 

食糧費（食材費） 事業に用いる場合に限り補助対象とし、会食費、団体内部の茶菓

代等は補助対象外とする。 

交通費 事業実施に必要な公共交通機関の運賃、タクシー代、ガソリン代

等 

保険料 事業に係る怪我や賠償責任の補償を行う保険の保険料 

通信費 事業実施に必要な郵便切手代等 

その他 市長が、事業実施に特に必要と認めるもの 

 

  



  



（様式第１－１号） 

 

令和 年 月 日 

 

 （宛先）福岡市長 

 

（住  所） 

（団体名称） 

（代表者名） 

    

 

障がい児地域交流支援事業補助金に係る 

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

 

  年  月  日  第  号により交付決定があった障がい児地域交流支援事業補助

金について、次のとおり報告します。 

 

１ 補助金の額の確定額 

金        円   

 

２ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除 

 税額 

金        円   

 

３ 添付書類 

 ２の金額の積算の内訳書 等 

 

 

 

  



 

 

※留意事項 

（１）会計士等に確認のうえ回答してください。 

（２）次のような消費税法の課税事業者は、複数の確定申告が必要になります。 

    ① 事業を翌年度に繰越した場合 

    ② 事業者の課税期間が４月～３月ではない場合 

 

 

添 付 資 料 

（１）２の金額が０円の場合 

①免税事業者の場合 

・補助事業実施年度の前々年度に係る法人税確定申告の写し（税務署の収受印等のある

もの）及び損益計算書等、売上高を確認できる資料 

・免税事業者届出書（法人税確定申告をしていない場合）（様式第１－２号） 

②簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合 

・補助事業実施年度における消費税確定申告書（簡易課税用）の写し 

（税務署の収受印等のあるもの） 

 

（２）２の金額が０円以外の場合 

  ・報告の内容が記載された概要（「別紙」参照） 

  ・消費税及び地方消費税の確定申告書の写し 

  ・消費税及び地方消費税及び確定申告書の付表２「課税売上高・控除対象仕入税額等の

計算書表」の写し 

  ・その他参考となる資料（特定収入額、補助金のうち課税仕入れ等に係る消費税額がわ

かる資料） 

 

  



（別紙） 

 

１ 施設名 

 

２ 補助事業者名 

 

３ 施設の所在地 

 

４ 補助金等の名称 

 

５ 補助金交付年度及び補助金確定額 

 

６ 補助金返還額の概要 

（１） 特定収入額及び内訳 

 

（２） 特定収入割合 

 

（３） 課税売上割合 

 

（４） 交付を受けた補助金のうち、課税仕入れ等にのみ使途が特定されている金額 

 

（５） 補助金返還額 

 

 



（様式第１－２号）

　宛先）福岡市長

住所

団体名

代表者

記

課 税 　　　年　　　月　　　日　から

非 課 税 　　　年　　　月　　　日　まで

※ 補助金交付年度の期間であること。

※ 事業を翌年度に繰越した場合、複数年度の期間になる。

記載者名

電話番号

　　下記の期間については、消費税法の免税事業者（同法第９条第１項本文規定

　により、消費税を納める義務を免除されている）であるので、その旨届け出ます。

事業者届出書

令和　　年　　月　　日

免　税

期間




